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新安全基準（地震・津波）骨子案への意見について 

 

１．全体意見 

 

＜該当箇所＞ 

新安全基準（地震・津波）骨子案全般 

 

＜意見とその理由＞ 

 

新安全基準は原子力施設の設置（変更）許可に関する安全審査において，その客観性や合理性を高め

ることを目的として定められるものと思料している．このためには，安全基準に関連した工学分野にお

ける体系化された技術や，最新の知見を取り込むことが不可欠と考える． 

 

公益社団法人土木学会 原子力土木委員会は，原子力利用についての土木技術に関する課題の調査研

究を行い，学術，技術の進展に寄与することを目的に 1970 年に設立された．当委員会では，活断層，地

盤，構造設計，津波などの課題について調査研究をしてきており，これらの成果を広く社会に公表し，

電気事業の設計実務や民間技術基準類の策定に役立てられてきた．一方，東日本大震災における原子力

発電所被害を反省として，当委員会においては，原子力発電所の安全性向上を図るには，従来のように

個々の事象に対する施設の安全性を追求するだけでなく，敷地全体に関わるリスクを俯瞰した上でそれ

を低減することを目指している． 

 

このような立場から骨子案を見ると，新たに施行される新安全基準（地震・津波）骨子案には信頼性

を向上させるための技術開発とその積極的な適用を促す視点が見られず，原子力安全のための総合工学

として以下の観点からの検討が不足していると思われる． 

 

（１）原子力施設の安全性を総合的に高めるためには，工学的な対処が適切と考えられる観点 

 

（２）原子力土木技術の最新の知見を反映することにより，安全性・信頼性がより一層高まると考えら

れる観点 

 

（３）一般土木構造物（橋梁，ダム，トンネルなど）に採用されている最新の設計・施工技術の応用が

可能と考えられる観点 

 

個別具体的意見は以下に記載した． 
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２．個別意見 

 

（１）個別意見その１ 

 

＜要旨＞ 

「１．地震及び津波に対する設計の基本方針」の【基本的要求事項１】に，施設への影響に関する記述

を加えること． 

 

＜該当箇所＞ 

１．１．地震及び津波に対する設計の基本方針 【基本的要求事項】の第１項第一号 

 

＜意見＞ 

・【基本的要求事項】の第１項第一号について、以下のように下線部を追加する． 

 

一 重要な安全機能を有する施設は、将来活動する可能性があり施設に大きな影響を与えるおそれがあ

る断層等の露頭がないことを確認した地盤に設置すること。 

 

＜理由＞ 

 

本提案では，骨子案に対して，「施設に大きな影響を与えるおそれがある」を追加して記載するこ

とを主張する．これは，骨子案の基準地震動，基準津波の定義にもすでに記載されている表現であ

り，指針全体の整合性としても極めて重要である． 

 

「将来活動する可能性のある断層等」の説明が骨子案【要求事項の詳細】に示されており，震源

として考慮する活断層のほか，地震活動に伴って永久変位が生じる断層に加え，支持地盤を切る地

滑り面が含まれるとしている． 

 

土木工学的見地に立てば，これらの断層等により施設が受ける地震リスクは，当該断層の活動可

能性の大小，断層変位の形態や変位量の大小，施設の構造形式や機能代替性の有無などに基づき，

総合工学的視点にたって判断すべきものである．この点から，骨子案は，施設への影響にまったく

言及がなく，露頭の有無を単純に立地の判断に結び付けており，設計の安全基準として不適切であ

る． 
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重要な安全機能を有する施設とはどのような施設で，それぞれどのような機能に影響あると困る

のかを，まず明らかにする必要がある．その施設には原子炉建屋，それ以外の開閉所，海水管ダク

トなどがある．旧基準でもその存在により設置ができない原子炉建屋を除き，影響度に応じて対策

が可能なものがあろう．それに及ぼす「断層等」についても，地震作用により生じる地すべりにつ

いては仮に生じるとしても対策が可能なものと選別することが必要である． 

 

断層が活動しうるか否かという理学的な面のみでなく、断層変位が構造物にどのような影響を与

えるかという工学的な観点が不可欠である．ここで規定対象となる断層は、変動地形として明瞭に認

められる活断層から地すべり等に起因した微小変位まで多種多様であり、断層規模や変位量の範囲も

幅広い．活動性評価の不確かさや施設に及ぼす影響の大きさを考慮せず、全てを一括して判断するこ

とは、総合的な安全性の確保という点から不適切である．個別のリスクを正しく把握し、その大きさ

に応じた適切な対策を講ずることが、全体としてのリスク低減には効果的である． 

 

実際に断層がどのくらいの変位を生じる可能性があるかは、地層中に見られる過去の変位量から

類推できるほか、断層の長さからも経験的に算出できる 1)．また、震源断層の変位に伴って、その近

傍に分布する小断層にどのような変位がもたらされるかという解析的検討事例もある 2)．さらには、

IAEA が capable fault に対して推奨している確率論的な断層変位ハザード解析 3)について、我が国への

適用性も検討されている 4)． 

 

一方で、断層変位直上の構造物安定性については、近年、土木学会と地盤工学会のタスクフォー

スとして精力的に研究が推進され、断層変位による被害事例調査、震源断層近傍の地盤変形予測ツー

ルの開発、人命損失や多様な構造物への損傷を最小化するための方策などが包括的に検討されている

5)．実際に、多様な重要土木構造物において、想定される断層変位への対策を設計で講じた事例が知

られている 6),7)．たとえば，断層直上で滑りやすい基礎上の構造物が破壊を免れた事例もある．また

現在進行中の UC Berkeley のメモリアルスタジアムの大改修、ニュージーランドのクライドダムのよ

うに断層上から動かせない事情のある構造物への対応もある．断層変位による地盤・構造物への影響

評価においては、これらの研究成果を積極的に参照していくべきである 
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（２）個別意見その２ 

＜要旨＞ 

「７．津波に対する設計方針」の基本的要求事項一に，施設への影響に関する記述を加えること． 

 

＜該当箇所＞ 

７．津波に対する設計方針 基本的要求事項の第一号 

＜意見＞ 

・【基本的要求事項】の第一号について、以下のように下線部を追加する． 

 

一 重要な安全機能を有する施設等の設置された敷地において、基準津波による遡上波を直接到達、流入

させないこと。また、取水路、排水路等の経路から流入した水が重要な安全機能を有する施設に影響を

与えないこと。」 

 

＜理由＞ 

 

骨子案では，「また，取水路，排水路等からの経路から直接流入させないこと」としており，ドライサ

イト条件を要求している．これは浸水に対する完全な防護措置で津波安全性を担保しようとする基本方

針であると理解できる．しかし，土木工学的な見地に立てば，流入・流出経路を遮断することによる水

理的影響も踏まえ，上記提案のように施設への影響に関する記述が必須である． 
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東北地方太平洋沖地震津波発生時に女川原子力発電所で起きたポンプ室への浸水現象は，発電所港湾

で O.P.約 13m まで水位が上昇し，その水圧が取水路内に作用したことが第一の要因である．その時に周

囲より水密性が弱かった場所（追加設置した水位計）が水圧に負けて浸水した．取水路内の圧力を逃が

すことができないと，取水口で上昇した水位分による圧力がそのまま取水路内に作用するのである．  

 

このことから得られる教訓は，津波による水位上昇により取水路内の圧力が上昇し，重要施設に影響

を及ぼす場合があるということである．敷地内への浸水を許さないことが「安心」の観点からよいもの

としても，この「安心」を追求するあまりにすべてのピット等を塞いで取水路内の圧力が高くなり，重

要構造物への漏水リスクを増加させては本末転倒である．取水路の途中に取水槽のようなピットがあれ

ば，取水路に大きな圧力が作用した場合，ピットから溢水することにより取水路内にかかる圧力は低減

できる． 

 

取水路、排水路等の経路から直接流入させないことにこだわるのではなく，柔軟な対策により，取水

路、排水路等の経路から流入した水が重要な安全機能を有する施設に影響を与えないようにと要求すべ

きである． 


